
別紙１　様式

１　対象地区の現状
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２　対象地区の課題

※経営体数について、営農区分毎の集計のため「③地区内における今後中心となる担い手農業者数」とは異なります。

⑤地区内における今後中心となる担い手農業者の耕作面積のうち後継者未定の耕作面積

⑥地区内における今後中心となる担い手農業者以外の耕作面積の合計 a-b

③地区内における今後中心となる担い手農業者数

うち後継者未定の経営体数

④地区内における今後中心となる担い手農業者の耕作面積の合計

うち今後貸し付け及び売却の意向のある耕作面積の合計

（備考）
後継者未定とは、60歳以上の経営体で、担い手農業者向けアンケート調査(令和2年度実施）において後継者が決まっていると回答していないかつ、
農業経営改善計画認定申請書において経営の構成に60歳未満の子がいない経営体を後継者未定として計上しております。

・田の面積377.90haに対し、普通作を中心とした担い手農業者は34経営体（11.11ha／１経営体あたり）。集落
の範囲を越えた農地集約の検討が必要。

・畑の面積587.97haに対し、畑作を中心とした担い手農業者は35経営体（16.80ha／１経営体あたり）。担い手
農業者の主要な耕作地周辺の農地集約の検討が必要。

・60歳以上で後継者未定の農業者が12経営体。今後は新たな農地の受け手の確保が必要。

・農地利用実態調査の結果、77.43haが相対での貸し付け農地のため、関係機関と連携し、農地中間管理事
業等による貸し付け転換の推進が必要。
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①地区内の耕地面積

②アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕作面積の合計
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実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名 作成年月日 直近の更新年月日

茨城町

川根地区
（木部、飯沼、上飯沼、下飯沼、下
土師、奥谷、越安、蕎麦原、駒渡、
野曽、南栗崎、南川又）

令和3年3月31日 令和5年3月31日



※経営体数について、営農区分毎の集計のため「③地区内における今後中心となる担い手農業者数」とは異なります。

４　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針（任意記載事項）

＜参考＞

（１）地区の中心的な経営体

別紙１　【中心的経営体リスト】参照

（２）地区内の担い手の状況

※営農区分毎の集計のため、重複を含みます。

（３）農地の貸し付け等の意向

別紙２　【貸付意向地図・リスト】参照

計 69経営体

花 き - -

畜 産 7経営体 5経営体

施 設 野 菜 3経営体 2経営体

果 樹 9経営体 7経営体

普 通 作 34経営体 27経営体

露 地 野 菜 16経営体 12経営体

営農区分
R5.3

担い手経営体数
（※） うち70歳未満の担い手経営体数

①川根地区地域協議会において、地区内に集約モデル地域（川根地区内）を設定し、規模拡大意向のある
中心的経営体が現在耕作している農地周辺の農地の集積を図る。

②国営緊急農地再編整備事業実施地区を重点推進地域（奥谷地区、越安地区）に設定し、事業の推進とと
もに中心的経営体への農地の集積を図る。

③農地中間管理事業を活用した機構集積協力金等や多面的機能支払交付金の事業推進に伴う会合を活
用し、地域ごとの農業における話し合いを推進する。

④木部地区・飯沼地区においては、農業の生産効率の向上や農地集積・集約化を図るため、農地の大区画
化等の基盤整備を推進する。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

・川根地区の農地利用については、地区内における今後中心となる担い手農業者の耕作面積のうち、後継
者未定の耕作面積や、今後中心となる担い手農業者以外の耕作面積のうち今後貸し付け意向のある農地
については、地域内における今後中心となる担い手農業者44経営体を中心に集約を図る。

・耕種別に作成した認定農業者マップや貸付希望農地マップを活用し、地域内の農地を担い手の作柄や用
途に合わせて優先的農地を集約する。

・農地利用実態調査の結果、貸し付け意向のある農地は50.55ha、売却意向のある農地は0.47haとなってい
るため、その意向も踏まえ、地区内の集積モデルとなる場所を選定し、農地の集約を推進する。

・川根地区地域協議会や各種事業実施に伴う会合等を活用し、地区および地域における中心的経営体への
農地の集積を図る。

・すでに担い手農業者は地区や集落の範囲を超えて耕作している状況をふまえ、地区の担い手が不足する
営農区分の農地については、周辺地区の担い手への集約を検討する。


